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第 1章 序論 
 
有明海域環境に関する調査研究は、古くは高度成長期に端を発しており、それらの多く
は陸域での開発行為に伴う有明海海域に及ぼす影響、特に水産業に及ぼす影響の把握と評
価が主流を占めていた。環境変化の原因となる事象に対する影響を最少化する対策、ある
いは影響が皆無に等しいことを立証することに重点が置かれていたため、有明海海域の自
然環境の現象把握や物質循環の観点からの現象解明に関する基礎的研究が遅れたとも言え
る。有明海海域環境に関する総合的観点からの調査研究が加速したのは、2000 年の「ノリ
不作問題」が契機となった。その背景には、既に社会問題となっていた諫早湾の締め切り
との関係も否定できない。これまでの有明海海域環境に関する国等の調査委員会は、総合
行政の観点からの検討がなされた初めてのケースでもあり、貴重な資料の収集・分析等の
面では相当の寄与があったと言える。一方では、現況の問題分析、将来予測の観点から必
要不可欠なシミュレーションモデルの開発については十分な成果が得られている状況とは
言い難い。また、複数の有明海モデルの開発と適用に関する検討例はあるものの、いずれ
も有明海の自然環境を概観できる程の長期的視点にたった検討例は皆無に等しい。 
また、し尿の海洋投棄量の多かった 1970年代には、急激な増加傾向を示していた魚貝類
等の生産量も多かったことから、魚貝類等に代表される低次生産とし尿の海洋投棄量との
関係については検討すべき課題も残されていたと言えよう。 
有明海特有の泥干潟の形成過程と長期的な変化についての基礎的な知見も十分ではない。
一般的に、海域での懸濁性物質挙動の解明を困難にしている理由は、凝集性粒子の沈降現
象の複雑さにあり、沈降速度の測定等の基礎データも水質モデルに反映しにくいことであ
る。前述したように、ノリ不作問題等の有明海海域の変化と諫早湾の締め切りとの関連に
ついては不明な部分があり、有明海、特に湾奥部での懸濁性物質の堆積過程に及ぼす諫早
干拓調整池からの懸濁性物質の影響を定量的に把握することは、有明海海域環境の将来像
を検討する際の重要な基礎情報になるものと考えられる。 
以上の観点から、本研究は、有明海特有の SSの挙動を考慮に入れつつ、独自に開発した
シミュレーションモデルを用い有明海海域環境の長期的変動について機構解明の観点から
検討を加えたものである。 
 
第２章 有明海海域環境の長期的変化に関する 
既往の調査・研究 
 
第 2章では、有明海ノリ不作問題を契機に設置された、公的調査委員会による検討資料、
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有明海海域環境に関する既往の研究成果に基づいて有明海海域環境の問題分析を行い、特
に、有明海海域環境の長期的変化という視点から、課題の抽出と必要とされるシミュレー
ションモデルの仕様について述べた。 
有明海海域環境の長期的変化に関する調査として、海域環境のモニタリングを重視した
環境基準点の水質データ、浅海定線のデータが挙げられる。これらは、いずれも現状把握
に重きを置いているために海域環境の変化の要因分析を実施するには補完的検討が必要で
ある。また、環境影響評価の観点からは、筑後大堰建設に伴う事前・事後調査としてモニ
タリングと分析が 30年以上に渡って実施されているが、対象領域が筑後川河口周辺とその
有明海湾奥部に限定されている。 
2002 年の有明海のノリ不作を契機に国土総合開発事業調査費による総合的調査分析が実
施されたが、ノリ不作に焦点を当てたものとなっている。その後、有明海・八代海総合調
査評価委員会が環境省によって設置され、現在も検討が進められている。 
諫早干拓事業に関連する調査検討は、有明海への影響と目標水質の維持達成の観点から
事業計画段階を経て現在に至るまで複数の検討委員会で調査・分析が実施されている。ノ
リ不作以後、社会問題となったことにより、諫早干拓事業の潮受堤防の開門調査に係る環
境影響評価が実施された。この検討は、開門という事業に関連する影響評価であるため将
来予測に重きが置かれている。 
本研究の主目的は、有明海海域環境の長期的変化について、現象解明の観点から検討を
加えることにあり、端的には、「有明海を知る」ことに重きを置いている。本章では、上述
した既往の検討、並びに有明海海域環境に関する研究事例を分析することによって、本研
究で対象とする検討課題の抽出、並びに現象解明のための分析ツールとしてのシミュレー
ションモデルについて総括を試みた。第 2章の結論は次のようである。 
有明海ノリ不作問題を契機に設置された委員会を始め、公的調査委員会組織による検討
資料、有明海海域環境に関する既往の研究成果に基づいて有明海海域環境の問題分析を行
い、本研究の背景や目的設定のための前提条件について概説した。有明海海域環境の長期
的変動については、環境基準点のモニタリングデータ、浅海定線観測データと観測目的が
限定されたもののみであること、有明海海域環境の全体像を長期的に把握するには、観測
データを補完し現象解明のためのツールとして、シミュレーションモデルの構築が不可欠
であることを指摘した。 
本章では、有明海海域環境の長期的変動を把握する観点から、これら既存のシミュレー
ションモデルの開発現状を踏まえ、本研究で提案するモデルの仕様についても言及してい
る。具体的には、有明海特有の泥状干潟と密接な関係にある懸濁性物質の挙動に関するモ
デル化が必要不可欠であること、陸域（流域）負荷として 1970年代からの屎尿の海洋投棄
の影響把握、物質循環に及ぼす貝類の影響把握を考慮しつつ、最終的には長期に渡る、か
つマクロ的観点からの現象再現を行うことの重要性を指摘した。近年、社会問題となった
諫早干拓事業と有明海海域環境との関連性からは、有明海全体に及ぼす調整池からの物質
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フローの影響は、流域面積比程度と小さいものの、懸濁性物質については、ストックとし
ての評価が重要であり、そのことに焦点をあてた検討例が皆無であることを指摘した。 
シミュレーションモデルの離散化に関連して、差分法を用いたモデルでは、現況水質の
検証、潮汐・波浪輸送に由来する非定常性の強い水質計算結果の不安定性に関する信頼性
など、不都合な問題点、すなわちクリアすべき課題があり、長期的視点に立って広域的に
比較検証できる実測データとの整合性を勘案すれば、計算ステップに関する時定数として
は、日程度そして、空間スケールの離散化としては、精度の向上を求めるより物質保存則
を重視したモデルが好ましいことを指摘し、具体的には観測データの空間の粗さを考慮し
て、任意の空間スケールで積分して離散化が可能な有限容積モデルの優位性を指摘した。 
 
第３章 有限容積モデルの構築とその適用 
 
有限容積モデルの特徴は、必要に応じて境界域内の流れ解析の情報を必ずしも知る必要
が無いことに帰着される。有限容積モデルは流れ解析のみにも適用可能ではあるが、物質
保存式、すなわち水質計算においては、境界域を通過する物質フラックス（境界域内の流
速場の情報は必ずしも必要としない）を得ることによって境界域内の平均水質の時間変化
を知ることができる点が特長でもある。したがって、境界域内部における物質変換量（反
応による質量変化の増減量）を計算するに先立ち、予め、境界域を通過する物質フラック
スを計算する必要があり、そのためには、有限容積内で質量変化しない物質、すなわち保
存系物質を用いて移流・分散輸送量を求めることが必要不可欠となる。換言すると、この
保存系物質を用いた移流・分散輸送量を求め、良好な現象再現が出来なければ、それ以降
の水質計算、すなわち反応系物質の水質計算の実行も不可能となる。 
有限容積モデルとは、ある所定の境界域で積分することで定式化する手法であるため、
空間の次元数に特段の制限は無いが、モデル化して抽出したい情報、逆に抽出したい情報
によっては次元数に制限を設けるなど、ケースバイケースによってモデルの仕様も異なる。
有限容積モデルは境界域内の保存性に優れているため、安定性を必要とする長期計算が可
能な点が最大の特徴として挙げられる。 
物質保存式の離散化を差分法で行う水質モデルは実施例が多いものの、有限容積モデル
を用いた離散化は、境界域内での保存性の有為性が認められつつあるが適用例が少ないよ
うである。本章では、独自に開発した有限容積モデルを用いた水質モデルを水域の特性に
合わせて 1 次元から 3 次元モデルとして構築し、各々を実水域に適用した。主要な結果と
して、保存系物質を用いた長期に至る水質計算が可能であること、すなわち水質計算に必
要不可欠な移流・分散輸送の再現性を確認し、有限容積モデルの有効性を確認した。第 3
章の結論をまとめると以下の通りである。 
 本章は、有明海海域環境の水質モデル構築の基礎となる有限容積モデルの特徴と有効性
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について実例を挙げて考察したものである。有限容積モデルは、物理量の保存式を離散化
するための手法でもあることから、物理量としては運動量、すなわち流れに関する数値計
算も可能である。本論文では、運動方程式と質量保存式を連立させたモデルの複雑さを回
避する意味もあって、質量保存式のみに有限容積モデルを適用することとした。その代替
えとして、何らかの方法により質量輸送における移流・分散輸送量を定量化しなければな
らない。本研究では、移流・分散輸送量を求めるための保存系物質に塩分を採用した。 
本章では、有限容積モデルの適用例を示すために筑後川感潮域を対象に 1 次元水質モデ
ル、2次元モデルとして伊万里湾の水質モデル、および 3次元モデルとして有明海における
溶存酸素濃度計算モデルについて、保存系ならびに反応系物質について実測値と比較し再
現性を確認した。いずれのモデルにおいても長期的水質計算が実行可能であることを確認
した。 
有限容積モデルにおける空間の離散化は、空間座標に依存して設定する必要がなく任意
形状への適合性にも優れている。そのことを積極的に活用するには、比較的大容量の境界
域で計算することが望まれる。有限容積モデルは、空間の精度向上の面で不利な面もある
が、長期に渡る、しかしながら限定的な観測地点での実測データの整備状況を踏まえれば、
精度向上の可能な差分法で離散化された計算手法では、逆に不利となる側面も否定できな
いため、粗い観測地点をくまなく任意形状で離散化する有限容積モデルの方が有利である
ことを指摘した。 
 
第４章 有明海における低次生産特性の長期的変化 
 
第 4章では、有明海における低次生産特性に関する 1970年代から 2010年までの長期的
変化について有限容積モデルを用いて考察した。第 2章において、有明海海域環境の長期
的変化について、モニタリングデータのみを用いた解析は困難であり、解析のためのツー
ルとしてシミュレーションモデルが必要不可欠であることを指摘した。また、第 3章にお
いては、有明海海域環境を長期的に水質解析するためのツールとして、有限容積モデルを
用いた水質シミュレーションの重要性と有用性を指摘した。有明海の低次生産特性に影響
を及ぼす水質は、窒素、リンの栄養塩であるが、有明海の栄養塩負荷特性については、有
明海特有の泥質干潟からの再回帰を考慮した調査研究が多く、長期的変化に起因する生産
特性の把握については検討例が少ないようである。基礎データの整備が不十分であること
から、40年程度の長期間に渡る生産特性に関する検討例は、皆無に等しい。近年、瀬戸内
海でも指摘されている汚水処理（特に高度処理）が充実するとノリ等に必要な栄養塩不足
により色落ち現象も確認されていることから、人為的負荷に対する未処理の負荷、特に漁
獲生産量の高かった時代におけるし尿の海洋投棄の及ぼす栄養塩補給の影響を把握してお
くことは、有明海の生産特性の長期的変化を把握する上で重要と考えられる。 
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有明海の低次生産特性を検証する際、長期的観測データとして充実しているものは COD
のみであることから、本論文では、CODを計算対象として 2次元の有限容積モデルにより
有明海の低次生産特性の長期的変化の把握を試みることとした。CODは藻類量を直接表現
するものではないことから、内部生産の再現結果を傍証する観点から、DO濃度の再現も試
みることとした。第 4章の結論は次のようである 1), 2)。 
有明海における低次生産特性の長期的変化を把握するために有限容積モデルによる COD
計算を行った。1970年代から 2010年代までの計算から得られた結果は下記のようである。 
１） 直近 20年間においては、屎尿の海洋投棄等による有明海への栄養塩負荷の流入が減少
しているため COD及び DOの季節的変動パターンが顕著に現れ、泥状干潟からの再回
帰、ならびに内部生産によって左右されることが確認された。このことは、低次生産
モデルによる再現が容易に確認されること、計算結果が境界条件など外部変数の影響
をさほど受けず、水質パラメータ等のシステム変数（例えば水温）のみによってモデ
ル出力が決定されることを示している。換言すれば、水質変動が主に季節的に変動す
るよう、モデルの単純化の傾向が強くなっていることを示している。 
２） 1970 年～1980 年代の COD の良好な再現結果を得るために、実測データで認められる
トレンド的傾向を表現するには境界条件としての新たな負荷源の導入が必要であり、
それを屎尿由来として与えることによってトレンド的な面での再現性を向上すること
ができた。一方では、新たな負荷源を導入したため、年間の CODの変動傾向も強くな
り、年間の COD の変動幅は実測値と乖離し、COD 濃度の減少作用の導入を考慮する
必要が生じたことから、本研究では貝類のろ水摂取による COD減少を考慮して良好な
再現結果を得ることができた。 
３） COD 濃度を藻類由来と藻類以外のものに分離した DO 計算を行ない、40 年間に及ぶ
長期的かつ良好な再現性が確認された。DO 挙動の素過程に関する簡易な感度解析結
果から、DO 挙動は水温に依存する酸素溶解（飽和溶存酸素）、藻類活動、SS の巻き
上げ（還元性）由来の消費で規定されていること、1970年代に見られた低 DO濃度は
し尿の海洋投棄による負荷増加に伴う藻類活動の寄与も関係していることが示唆さ
れた。このことは、有明海の低次生産性ポテンシャルが DO挙動にも影響を及ぼして
いるものと考えられる。これらのことから、低次生産モデルにおける藻類由来の COD
濃度と DO濃度との整合性に大きな矛盾はないこと、すなわち低次生産モデルの合理
性を確認した。泥状干潟の巻き上げに伴う DO濃度の低下減少は、本研究で採用した
実測データとの再現結果からは明確な関連性が確認されなかった。このことは既往の
報告で確認されている DO濃度のイベント的な低下現象を否定するものではないが、
底泥巻き上げに伴う DO消費現象は短期的で局所的な現象と考えられる。有明海特有
の泥状干潟の形成過程と海域環境とに関連性については、物質ストックの場でもある
ことから異なる視点での検討が必要である 
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第５章 懸濁性物質挙動の長期的変化 
 
第 5章では、2次元有限容積モデルにより有明海における長期的な懸濁性物質の再現を行
い、海水中での懸濁性物質の挙動と有明海海域、特に湾奥部での底質形成過程について現
象解明の観点から検討を加えた。前章において、有明海海域環境の長期的変化について低
次生産モデルを用いて考察し、漁獲量から見た有明海の生産性に及ぼす各種栄養塩の影響
について知見を得た。1970年代～1980年代の生産性は、内部生産と屎尿の海洋投棄による
栄養塩負荷が直近 20 年間に比較して高かったこと、ならびに、1970 年代～1980 年代の貝
類による内部生産の抑制の可能性、すなわち、貝類によるろ水摂取の影響を明らかにした。
このことは、直近の 20年程度の COD濃度の変化は、降雨時の一時的な流入負荷を除けば、
底質由来の再回帰（溶出）と内部生産によって現象が季節的に変動していることを示して
いる。底質は、物質のストックの場であり、同時に上層水域にとっては負荷源とも言える。  
したがって、有明海海域環境を知り、有明海海域環境改善のための基礎資料の収集並び
に将来予測という観点からは、底質の形成過程について知見を得ることが重要である。具
体的には、有明海、特に湾奥部における SSの挙動について検討することである。第 2章で
も述べたように既往の調査・研究資料分析結果からは、有明海の底質の重要性は指摘され
つつも SS の挙動について基礎資料が不足しており、また長期的観点からの SS の定量的な
把握についても課題が残されている。特に、底質形成過程を定量的に把握するための SSの
モデル化についても十分とは言えない状況にある。その理由としては、底質形成過程が海
水下における SS粒子の凝集沈降や巻き上げ等の複雑な現象に左右されているためと考えら
れる。 
第 2 章でも述べたように有明海、特に湾奥部の底質・水質環境の長期的変化に対する漁
業関係者の現場経験に基づく情報からは、近年の浮泥の沈降現象の変化が指摘されている。
有明海湾奥部の SSの挙動に及ぼす影響については、筑後大堰湛水域の影響を指摘する報告
もあるが、大堰はアンダーゲートでの放流、洪水時にはゲート開放のため大堰湛水域での
貯留の影響は考えられない。一方、諫早干拓調整池からの排水の影響については、諸説あ
るものの定量的に検討された例は少ないようである。諫早干拓調整池開門に伴う環境影響
評価書の課題については、第 2章でも言及したように調整池での水質計算、特に SS計算に
ついては、沈降モデルについて課題を指摘した。調整池からの排出 SS負荷は、その流域面
積から判断して筑後川流域の 10％程度であることから、水質フローとしての影響は小さい
が、ストックとしての評価は、時間積分としての評価が必要であること、並びに微細粒子
（SS）のストックとして評価する視点が重要である。諫早干拓調整池からの懸濁性物質の
物性が有明海流域・底泥のものと異なっている場合には、ストックとしての評価がより重
要になるものと考えられる。いずれにしても有明海、特に湾奥部での堆積過程に及ぼす SS
の挙動を可能な範囲で定量的に把握することは、有明海海域環境の将来像を議論する際の
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重要な基礎資料になるものと考えられる。 
以上の観点に基づき、本章では、2次元有限容積モデルを用いた SS計算により有明海に
おける長期的な懸濁性物質の挙動の把握を行った。併せて、直近における湾奥部での SSの
挙動について、沈降現象に変化が生じていることを漁業関係者から指摘されていること、
諫早干拓調整池との関連性についても未検討部分があることから、湾奥部での SSの堆積過
程について現象解明を試みた。 
沿岸域での SSの沈降現象をモデル化する際に必要な基礎情報は、海水下での凝集沈降を
加味した沈降フラックスの算定式であり、沈降フラックスに塩分を考慮した有限容積モデ
ルによる SS濃度の再現を行うことで、凝集沈降のモデル化を試み良好な現象再現を確認し
た。SSの挙動について簡易な感度解析の結果から、SSの長期的な変動における巻き上げと
沈降の寄与度については、巻き上げの寄与度は沈降に比して小さいことを明らかにした。
沈降特性の変化については、沈降輸送の増加が確認され、残留性の微細粒子の存在量の減
少、凝集沈降速度の増加とも考えられたが、本研究で得られた範囲では、微細粒子の残存
量の減少より沈降速度の増加が確認された 3)。このことは、漁業者ヒアリング調査結果から、
「濁らなくなり、透明度が高くなった。」、「濁り水はすぐ澄むようになった。」、「徐々にで
はあるが、以前と比較して濁らなくなった。」等の意見と整合の取れる結果が得られた。浮
泥が沈み易くなった、凝集しやすい浮泥に変化した原因は、塩分の経年変化に顕著な変化
が認められないことから、浮泥に含まれる有機物量の変化、すなわち浮泥の粘着力の変化
による凝集特性の変化によるものと推察される。浮泥の有機物含量と凝集特性との関連性
については、定性的には認められているが、モデル化に際しては海水下での凝集特性も未
解明な部分があり、今後の検討課題である。 
次に、調整池の開門後を想定した計算を行うこと4), 5)により、SS挙動および排出SS負荷の
有明海への堆積過程についての検討を行った。排出SSの有明海への堆積計算から、有明海
湾奥部での堆積現象を確認した。このことは、調整池排水門開門に伴う影響把握には、湾
奥部での底質変化の把握が重要であることを示唆しており、そのためにも沿岸域のSSの沈
降特性や底質特性（巻き上げ等）を把握する必要性を指摘した。 
 
第６章 結論 
 
第 6章では、本研究で得られた結論をまとめている。1970年～1980年代の低次生産性ポ
テンシャルが、内部生産や DOに影響を与えていたことを指摘した。一方で、直近 20年間
においては、屎尿の海洋投棄量の減少により COD及び DOの季節的変動パターンが顕著に
現れ、泥状干潟からの再回帰、ならびに内部生産によって左右されることが確認された。
このことは、水質変動が主に季節的に変動するよう、モデルの単純化の傾向が強くなって
いることを示している。 
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また、巻き上げの影響が少ない地点での結果であり浮泥の性質を示しているため、直近
10年間の SSが凝集しやすく変化したことを示したことから、 SSの物性の変化を指摘した。 
さらに、諫早湾干拓調整池開門後を想定した計算結果からは有明海湾奥部での堆積現象
を確認したことから、諫早干拓調整池排水門開門に伴う影響把握には、湾奥部での底質変
化の把握が重要であることを示した。 
 
参考論文 
 
1) 永瀬真豪，古賀憲一，荒木宏之，山西博幸，V. Narumol，三樹祐太: 有明海における栄養
塩負荷と低次生産特性の長期的変化に関する基礎的研究，第 50回環境工学研究フォーラム
講演集，pp. 236-238，2013年 11月. 
2) 永瀬真豪，Narumol VONGTHANASUNTHORN，三島悠一郎，荒木宏之，古賀憲一: 有明
海における溶存酸素濃度の長期的挙動に関する研究，土木学会論文集 G（環境），Vol. 70，
No. 7，pp. III_349-III_354，2014年 12月 
3) S. Nagase, N. Vongthanasunthorn, Y. Mishima, H. Araki and K. Koga: LONG-TERM CHANGE 
OF SUSPENDED SOLIDS IN THE INNERMOST PART OF THE ARIAKE SEA， Proceedings of 
the 9th International Symposium on LOWLAND TECHNOLOGY，pp.652-657，2014年 9月. 
4) 永瀬真豪，Narumol VONGTHANASUNTHORN，三島悠一郎，三樹祐太，荒木宏之，山西
博幸，古賀憲一: 海水導入下における諫早湾干拓調整池の懸濁性物質の挙動に関する研究，
土木学会論文集Ｇ（環境），Vol. 70，No. 6，pp. II_167-II_173，2014年 10月. 
5) N. Vongthanasunthorn, Y. Mitsugi, S. Nagase, P.I. Rerkrai, Y. Mishima, K. Koga, H. Araki and H. 
Yamanishi: Special Lecture: CHANGES IN SUSPENDED SOLIDS IN THE RESERVOIR OF THE 
ISAHAYA BAY RECLAMATION PROJECT UNDER THE CONTINUOUS SEAWATER 
INFLOW，Proceedings of the 9th International Symposium on LOWLAND TECHNOLOGY，pp. 
31-36，2014年 9月. 
8 
 
